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は じ め に  

イギリス（イングランド・ウェー ルズ）では1870年に基礎教育法が成立して以来現在に至るま  

で，宗教教育1が公営学校において行われているが，その理由の一つとして公教育に関する国家  

と教会の二重支配が挙げられる。つまり古くから民衆の教育が教会などの有志団体の手によって  

担われており，基礎教育制度を確立するためには民間セクターを取り入れなければならなかった  

ため，公教育制度の中に教会の影響が残ったのである。   

民衆の教育に対する国家と教会の関係は，それまで社会の公的領域を占めていた教会がそこか  

ら私的領域に閉じこめられるといった，近代社会によく見られる流れと同じく，時代が下がるに  

っれて国家が教会に対して優位に立つように変化してきた。しかしながら，イギリス教育史を見  

れば分かるようにその推移はそれほど単純なものではなく，教育に関する重要な案件が議題に上  

ると，国教会派や非国教会派，その政治的代理人である保守党・自由党・労働党などの政党や教  

員団体などが，蛾烈に教育をめぐって争ったのである。このような中で特に宗教教育に関して注  

目されるのが，当初必修ではなかった宗教教育が1944年教育法では唯一の必修教科として規定さ  

れ，またその地位が1988年教育改革法でも変わらない，それどころか，見方によれば強化されて  

いることである。   

イギリスは20世紀初頭から世俗化が進んでいるといわれ，工業化も進んでいる先進国である。  

また第二次世界大戦後には大量の移民を受け入れ，社会の多元化も進んでいる。歴史的な経緯が  

あるとはいえ，依然として宗教教育が公教育の一角を占めていることは，世俗化・多元化が進ん  

でいる教育分野に様々な問題を生じさせている。そのためイギリスでは，その是非や時代にあっ  

た教授法や教科内容の検討から教員の養成問題に至るまで幅広く論じられている㌔   

我が国でもイギリスの宗教教育の先行研究として，教科内容の変化や教員養成の問題，また宗  

教教育に関する法規については紹介され，論じられている3。ただ宗教教育を必修化した1944年  

教育法とそれを踏襲した1988年教育改革法の宗教教育に関する法的・制度的意味については，紹  

介をこえたレベルで論じられたことはほとんどない。しかし世俗的な社会で宗教教育を成立させ  
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るためには，当然教科内容面だけでなく制度的工夫がなされているはずである。イギリスと同様  

に世俗化が進み，近い将来より一層の多元化が進んでいくと考えられる日本においても，多様な  

価値が公教育の現場に流れ込んでくることを考慮すると，現在のイギリスが宗教教育という価値  

の衝突が不可避である教科をいかに成立させているのか，そのためにはどのような制度・枠組み  

がつくられているのかを検討することは，非常に意義のあることであるといえよう。   

従って本稿では，多元的社会の中で宗教教育の実行を可能にしている制度的側面に注目する。  

特に1944年教育法と1988年教育改革法の規定を中心に考察し，イギリス社会の変化に対応した変  

化が法律に現れていることを示す。そして1988年教育改革法において注目されるに至った宗教教  

育審議会（Standing Advisory Councilon Religious Education 以下SACREと略）についてそ  

の役割と機能を考察し，多元的社会における宗教教育の可能性について検討したい。  

1．1944年教育法の法的枠組み  

（1）1944年教育法以前の宗教教育の枠組み   

イギリスでは1870年に基礎教育法が施行されたが，それまで民衆の教育を実行してきたのは国  

民協会や内外学校協会のような英国国教会派や非国教会派をベースとする有志団体であった。そ  

のため国家による公教育政策は両派の利害対立の中で影響を受け，妥協を余儀なくされることに  

なった4。また1870年基礎教育法の起草者でもあるフォスタ，（Foster，W．E．）もそのような状況  

の中で，既存のシステムを破壊することを意図せず，逆にそれを使えば余分なコストがかからな  

いと考えていた5。そのため教会によって設立されていた既存の有志団体立学校をベースとして，  

公教育が開始されたのである。従って多くの学校では宗教教育がカリキュラムの中に組み込まれ  

ていたのは当然であった。また有志団体立学校がない地域などにつくられる補完的な性質を持っ  

ていた公立学校でも，必修ではなかったが基本的に宗教教育は行われることになったのである6。   

しかしこの時問題になったのが，児童が本人や親の信仰する宗派と違う学校に行かなければな  

らない時にどうすべきなのか，また公立学校ではどのような宗教教育をすべきか，といったこと  

であった。まず前者の問題に関しては，良心条項と呼ばれる規定がつくられた。これは有志団体  

立学校は国庫からの補助金を受け取る条件として，他宗派の児童を受け入れその良心権を保護し  

なければならない，とした1846年の覚書に始まる規定であり，1870年基礎教育法では公費を受け  

取る学校では，親が宗教教育から自分の子どもを退出させる権利と規定されている（第7条第1項，  

第2項）。後者に関しては，クーパ，テンプル（Cowper－Temple，W．F．）が発議したクーパーテン  

プル条項によって解決が図られた。これは1870年基礎教育法では「学校において，ある特定宗派  

に特徴的な教理問答集あるいは儀式書は教えられるべきではない（第14条第2項）」と規定されて  

いる7。その後1902年教育法では教師に対する良心条項が付け加えられたが，基本的には1870年  

基礎教育法の宗教教育に関する規定を再確認している8。以上の二つの条項は，イギリスの宗教  

教育を行う上での二大原則といえ，現在まで残っている。  

（2）1944年教育法における宗教教育の枠組み  

1944年教育法で宗教教育は唯一の必修科目として規定され，その枠組みのもとで40年以上イギ  
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リスの宗教教育は行われることとなったが，その枠組みを検討する前に，なぜこの法律で宗教教  

育が必修教科になったのかを少し見ておこう。様々な理由が考えられるが，一つの理由として第  

二次世界大戦が民主主義対全体主義の様相を示し，その民主主義の基礎がキリスト教道徳にある  

という議論がこの法律の背景にあり，このことが必修化に対してさほど大きな論争にならなかっ  

た遠因だと考えられている9。また別の理由として第二次世界大戦後の社会で宗教が真剣に取り  

扱われるためには必修化するしかないという，世俗化の進行に対する教会の抵抗があったことが  

挙げられる10。つまり国教会派は自らの学校だけでなく公立学校をも含めたすべての学校に対し  

て，キリスト教の影響力を維持させる意図で，宗教教育の必修化を強く望み，その代わりにこの  

法律で見られる有志団体立学校に対する公的支配の拡大（公費負担の割合に応じて三種類に分け  

られ，自派の宗教教育をする自由度も変わる）を「取引」として受け入れたのである11。   

さて，以上のような状況でつくられた1944年教育法の宗教教育に関する規定の中で多元的社会  

の観点から重要だと思われる特徴を見てみよう。   

まず一点目として，良心条項が規定されていることが挙げられる。これによって信教の自由が  

児童・生徒や親・教師に保障されている。   

二点目として公立学校における宗教教育（宗教教授・集団礼拝）は非宗派的なものでなければ  

ならないとしたことである。公立学校での宗教教育が非宗派的であるとしたのはクーパーテンプ  

ル条項の再確認だが，ここで注目されるのはアグリードシラバスの授業での使用を義務とした点  

である。1870年基礎教育法が施行された当時の宗教教授は，単に聖書の講読と簡単な注釈であっ  

た。その後20世紀に入ってからLEA（地方教育当局）と教会の間で協力関係が生まれ，「すべて  

の宗教団体によって受容されるような宗教教授に関する協定要目（シラバス）」を目指してつく  

られたのがアグリードシラバスである12。1920年代初期からLEAによってはこれを採用し使用し  

てきた。そのシラバスを1944年教育法では，LEAが任命するアグリードシラバス作成委員会  

（以下シラバス作成委員会と略）が作成または選定して，それをLEAが採択すると規定したので  

ある。そしてその委員会は国教会（ウェールズ・モンマスシャーを除く），その地域を代表する  

その他の宗派，教員団体，LEAから構成されることと規定している。   

三点目として，LEAは望めばSACREを設立することができると規定されたことである。この  

SACREというのはシラバスを用いる宗教教授に関して，特に教授方法，書物の選定，教師への  

講義の提供をLEAに助言することを目的とする審議会として規定されている。またその委員を  

任命する方法，任期，退職の条件はLEAによって決定され，SACREの設置の必要性などに関す  

るシラバス作成委員会の勧告をLEAは考慮しなければならない，となっている。   

以上の三点について多元的社会での宗教教育といった観点から見ると，児童・生徒や親，教師  

の信教の自由に関する権利を保障するための法律が詳細に規定され，クーパーテンプル条項も遵  

守された点は評価できる。これらの措置は世俗化が進み，様々な宗派が存在している社会で宗教  

教育を行うためには必要なことであろう。また教育内容や方法が地方に任されたこと，義務では  

なく常設する必要もないが宗教教育をモニタリングするSACREの設立をLEAに認めたこと，さ  

らにシラバス作成委員会が地域の宗派，教員，LEAの代表者から構成されることを法律が定め  

ているのも評価できる。なぜならこのことによって地域の人々が宗教教育に参加し折衝すること  

が可能になり，地域の実情にあわせた宗教教育やシラバスづくりができるようになったからであ  
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る。   

以上のような規定がっくられたのは，世俗化が進展しており，様々な宗派が存在する多元的状  

況のためであった。もちろん当時の状況から判断すると多元的であるといってもキリスト教（な  

いしはユダヤーキリスト教）しか念頭に置かれていないのはいうまでもない。しかしこの法律の  

持っ意義は，宗教教育が地域に開かれ，それに関する折衝を可能にする揚がつくられたことにあ  

る。この意義について詳しくは後述するが，これらの規定のもと，キリスト教も多様な宗教の中  

の一つとなる戦後の多元的社会の中で，宗教教育は発展していくのであった。  

2．1988年教育改革法の法的枠組み  

（1）1988年教育改革法における変更点  

1988年教育改革法における宗教教育の規定は，過去の実践を踏襲しながらもその間の変化を考  

慮しており，また多元的社会での宗教教育を考える上で重要な枠組みを提供する法律となってい  

る13。以下，1988年教育改革法に至るまでの経緯を簡単に述べたあと，その変更点を検討し，あ  

るべき多元的社会における宗教教育の枠組みについて検討したいと思う。  

1944年教育法の成立後，イギリスの宗教教育に対して大きな影響を与えたのは，世俗化のさら  

なる進行と移民の流入による社会の多元化である14。その影響はシラバスの内容の変化に顕著に  

現れている。大きくこの流れを見てみると，戦後直後のシラバスは信仰告白的であったが，それ  

が60年代に入り児童中心主義的なシラバスが現れ，その後70年代に入り外在的・現象学的と呼ば  

れるシラバスが出現した15。この変化にはいくつかの要素があるが，その中で注目されるのは，  

教えるべき宗教として1944年当時には暗黙の了解のもとにキリスト教だけが想定されていたのに  

対して，1970年代以降はキリスト教以外の宗教が含まれるようになったことである。これはもち  

ろん移民の流入による多元化という事態が影響を与えた結果だが，特に移民を多数抱える大都市  

部のシラバスはその地域に存在する主要な他宗教の存在を含んでいた。1944年教育法の規定では  

宗教教育で教えるべき宗教を特に定めていなかったが，これは先述したように宗教といえばキリ  

スト教であるといった共通理解があったからである。しかし規定されていないのでその分柔軟に  

対応できる部分があった。従ってLEAによっては，多元的なシラバスをっくることができたの  

である。他方，多元的なシラバスをつくる必要性がない地域では，1980年代に入ってからでも  

1920年代の古いシラバスを使っていたのは事実である16。   

このような状況で1988年教育改革法は制定されたが，宗教教育についての基本的な枠組みは  

1944年教育法のそれを踏襲している。つまり良心条項やクーパーテンプル条項などは基本的に変  

わっていない。しかしながら次の二点が大きな変更点として挙げられるだろう。（1）宗教教育・  

集団礼拝のキリスト教化，（2）常設機関としてのSACREの設立である。   

一点目に関しては，宗教教育はナショナルカリキュラムとならぶ基礎力リキュラムとして，国  

の規定を受けない必修教科となったが，その扱いに関してかなりの変化があった。具体的にいう  

と，宗教教育に関しては，アグリードシラバスがキリスト教的でなければならないが同時にその  

他の宗教に対する配慮しなければならないと規定している（第8条第3項）。集団礼拝に関して  

は，公営学校に通う全児童・生徒が集団礼拝に参加しなければならないこと，公立学校の集団礼  
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拝はキリスト教的でなければならないことを規定している（第6条第1項，第7条第1項）。   

こうしたシラバス・集団礼拝のキリスト教化という規定は，特に教育改革法が保守党政権によ  

る教育改革の集大成的な意味合いがあることを考慮すると，一見すると時代に逆行しているよう  

に見える。例えば次のような批判がだされている。「イスラム教徒は世俗的教育課程，多文化教  

育の基盤，学校入学許可に関する政府の政策，宗教教育，集団礼拝がヨーロッパ中心主義とキリ  

スト教中心主義を強めるかもしれないことをおそれている」17。そしてこれ以外にも多くのマイ  

ノリティが，この規定を教化的な宗教教育への後戻りと解釈している。しかし実際には，詳細に  

検討すると1988年教育改革法の規定はそれほど反動的なものではなく，逆に優れた点もあること  

が分かる。ただ宗教教育と集団礼拝はその性質を異とするものであり，両方を一緒に論じること  

は少し乱暴である。そこでそれぞれを個別に検討してみよう。   

まず宗教教育・シラバスに関しては，確かに，1944年当時よりも多元化が進んでいることを考  

慮すると，キリスト教の文言を入れることは時代の流れに逆行している感は否めない。だが，こ  

の規定をキリスト教への後戻りとしか解釈しないのは「皮相な読み」である18。なぜなら1988年  

教育改革法で教えられるべき宗教がキリスト教だけでないことが明記されたからである。1944年  

教育法下では，宗教はキリスト教を主に意味したため，マイノリティが多い都市部は別として，  

キリスト教徒が大多数の地区での宗教教育はキリスト教に特化した古いシラバスが80年代に入っ  

ても使われていた。しかし1988年教育改革法での規定はそのような地区のシラバスが多元的社会  

となった現在のイギリスにあっていないことを示唆し，これから採択されるシラバスは多元的で  

なければならないことを法律が要請しているのである1g。   

従って1988年教育改革法のシラバスに関する変化は，決して過去への反動といったものではな  

く，1944年教育法において曖昧であった部分を明確化し，移民の流入よる社会の多元化という戦  

後の変化を受け止めたものであったといえるであろう。そのことは，シラバスがキリスト教以外  

の宗教も配慮するよう規定され，またシラバス作成委員会にマイノリティが参加できることから  

も分かる。そしてその運営が地方に任せられていることも，地域に密着し，地方の実状にあわせ  

たシラバスがつくられ得ると評価できよう。   

次いで集団礼拝に関しては，基本的にはアグリードシラバスへ加えられた変更と同様な変更が  

1944年教育法に対して加えられている。つまりキリスト教の明示と他宗教への配慮である。しか  

し宗教教育でキリスト教を学ぶことが明示されても，多元的で客観的な学習を進めることが可能  

であるのに対して，集団礼拝はそういったことは可能なのであろうか。特に宗教教育が過去にお  

いて外在的アプローチをとるなどして発展したのに対し，集団礼拝は教育というよりも宗教行事  

の色彩が強く，学校では不適当だと考えられるようになっていた。実際，宗教教育関係者の間に  

おいてさえ，集団礼拝の役割についてはより探求する必要があると考えられており，多くの学校  

で集団礼拝が世俗化した集会になっていることを考慮すると，集団礼拝を学校で行うことは問題  

であろう劫。   

政府は集団礼拝を，子どもに神を崇拝し，精神的，道徳的事柄を考慮し，自分の信仰を探求す  

る機会を与えるだけでなく，共同体の精神，共通のエートス，共有された価値を発達させる機会  

を与える活動としている21。従ってキリスト教的な集団礼拝は，知識の急激な増加やテクノロジー  

の進歩，また移民の増加などによって多様な価値観がある社会に「ある種の一体感と共有された  
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考え方を持ち込もうとした努力」であると考えられる霊。しかし公立学校は様々な宗教や宗派の  

子どもや無信仰の子どもが一緒に学んでいる所であり，その意味で，宗教的共同体ではない。そ  

のような中でキリスト教の教義を信じていることが前提とされるキリスト教的な礼拝が必修とな  

るのは，信教の自由の点から見て適切であるとは思われない㌔ またこのような集団礼拝を嫌っ  

て親が子どもを退出させる権利を行使すると，社会に統一感をもたらそうという政府の意図とは  

異なってくると思われる。これは多元的社会にも拘わらずキリスト教的な集団礼拝を行おうとす  

るこの規定の限界であるといえる。  

（2）SACREの役割と機能，その間題点   

以上のような宗教教育と集団礼拝を行う上で生じる問題を調停，解決するための機関が，二点  

目に挙げたSACREである。前述したように1944年教育法でその設立がLEAに認められており，  

SACREが賢明で有益な助言を与えたLEAもあるといわれているが，実際に重要な影響力を持っ  

ているかどうかについては疑問視されていた別。それに対し1988年教育改革法は，この機関を常  

設とし，SACREの役割に公立学校での集団礼拝のあり方についてアドバイスすることと，  

SACREのメンバーにシラバス作成委員会と同じくその他の宗教の代表が参加することを付け加  

えた（第11条から第13条）。   

ここでSACREの果たす役割を確認しておこう。それはLEAがSACREに問い合わせた暗もしく  

は，SACREが適当だとみなした時に，公立学校における集団礼拝に関することそしてシラバス  

を用いる宗教教育についてアドバイスをすることなどである。また教授法や教材の選択，教師の  

ためのトレーニングの用意などのアドバイスなども含まれる。そしてSACRE内のLEA以外のメ  

ンバー は現在使われているシラバスに対していっでも再検討を要求できる，などである。また  

SACREは自らの活動に関して毎年年次報告を発行しなければならない。その内容は，（DLEAに  

対してなされた助言，（診その助言の性質，③LEAによって言及されていない事柄へ助言をした  

理由となっている。従ってSACREは，シラバス作成委員会がっくったシラバスと公立学校で行  

われる宗教教育や集団礼拝をモニタリングする，いわば司法的な役割をする機関といえよう。   

以上のような役割を果たすことが期待されているSACREだが，実際にその機能が十分に発揮  

されるためには解決されるべき問題が何点かある。特に次の二点が挙げられる。一つはどのよう  

な人々がSACREに出席するのか，もう一つはどのような影響力を発揮できるかである25。   

一つ目については，宗教団体の代表が宗教教育のために集まっているのであって，単に宗教・  

宗派を代表するために集まっていないことをどこまで自覚しているかどうかがポイントとなる雛。  

それはSACREは宗教学校のためにあるのではなく，主に公立学校の宗教教育のためにあるから  

である。以前のSACREには宗派の代表ではあるが，教育に関してはあまり知らない人が含まれ  

ていた。しかしそれでは自分たちの宗教・宗派を守り，進めることにはなっても，学校全体の利  

益にはならない。また宗教団体の代表だけでなく，SACREに出席するすべての人々は，学校で  

実際に生じていることや，多元的社会での宗教教育に関する考えなどを持っていることも要求さ  

れる。そして出席する人々に対して宗教教育に関する情報が与えられることも重要である㌘。1997  

年のSACREの年次報告の分析によると，教育水準局によるそれぞれのLEA内の査察のレポート  

を約4分の3のSACREが手に入れており，そのことで学校での宗教教育や集団礼拝の塊状を知  
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ることができる28。しかしより直接的な形での，例えば，学校訪問であるとか，あるいはSACRE  

の出席者への教育などが制度化されれば，そのような形を通して宗教教育への洞察が深くなり，  

自分たちの利害をこえた対話や合意が生まれる可能性ができるであろう。   

二つ目については，現在SACREが持っている権限はシラバスの見直しを要求しLEAにシラバ  

ス作成委員会を設置させることだが，シラバスが改訂されるかどうかは保証されていない。また  

SACREがLEAに対して助言をしてもそれが実施されるかどうかは保証されていない。もちろん  

SACREの助言は慎重に考慮されるべきであると通達されており，実際，多くのLEAは真剣に考  

慮しているが，そうでない場合どうするのかといった問題が残る。つまりLEAがSACREの助言  

を拒否したりあるいは学校がそれを無視した時，それを解決する規定は法律にはない。従って，  

これらの問題は年次報告やSACREの全国組織などを通じて世論を喚起することによって，ある  

いはSACRE内で相互に対話することによって，LEAに対して間接的に影響力を発揮するしかな  

い。しかしSACREが地域の教師や親そして関係団体と開かれた論議をして信頼を得ていれば，  

その助言はLEAにとって有用であり，それを拒否することもないと思われる㌔   

またそのはかの問題点としてメンバー構成があげられる。1944年教育法ではSACREを構成す  

るメンバーの任命などはLEAに任されていたが，それに対して1988年教育改革法ではシラバス  

作成委員会のメンバーと同じくマイノリティが公式にSACREのメンバーになることを保障した  

のである。もう少し詳しく見るとSACREはシラバス作成委員会と同じく4つのグループから成  

り立ち，㈹その地域を代表するキリスト教とその他の宗教，（B）国教会（ウェールズ・モンマスシャー  

を除く），（C）教員団体，肛カLEAである。グル，プAは他のグループよりも人数が多く，多様なグ  

ループとなっている。全国的にはキリスト教以外の合計11の宗教がグループAに入っている㌔   

全体的にはグループA内においてはイギリス社会の多文化状況を反映しているといってもよい  

が，グループBは国教会の代表であり教員団体やLEAの代表もキリスト教徒である確率が非常  

に高いことを考えれば，SACRE全体で考えるとキリスト教が占める割合が高いことになる。さ  

らにグループAは多様なメンバーからなっているにも拘わらず，投票する権利は1票であること  

も問題である。またシラバス作成委員会は全員一致が要求されるが，SACREは要求されない。  

そしてシラバス作成委員会においては意見が一致しなかった場合，大臣に報告することができる  

が，SACREはそうすることができない。そのためグループAの意見が少数として切り捨てられ  

る可能性もある。また宗教団体に関する定義は1988年教育改革法には定められておらず，LEA  

の裁量に任されている。しかしその定義をいかにするのか，また宗派が複数ある場合どれを代表  

とするのか，またすべてを選ぶのか，といった問題は複雑である31。   

以上のような役割と問題点などがあるが，最近の報告によると多くのSACREはその役割を果  

たしているという。例えばアグリードシラバスの資料をっくることや授業水準のモニタリングそ  

して論議のある問題を扱い，学校と地域の親やその他のメンバーの仲介をすることに精通してい  

る。しかしながらSACREによっては年次報告をしなかったり，人数不足のため会合を開くのが  

困難であるとか，LEAから十分なサポートを得ることができない，十分機能していないとも報  

告されている㍊。  

（3）SACREに見る多元的社会における宗教教育の可能性  
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以上のようにSACREは宗教教育や集団礼拝が適切に行われているかどうかを監視する役割を  

持っ機関であり，「政府はSACREを1988年教育改革法の宗教教育の条項が実行されているかどう  

かを判断する番犬とみなしているかのように思える」33。確かにそうなのだが，このSACREは単  

に監視する役割以上の潜在的な能力を秘めた機関であり，宗教教育を離れて多元的社会での教育  

を考える上でも重要な役割を果たす可能性があると思われる。その一番の理由はこの機関が社会  

に開かれており，様々な宗派が交渉し折衝する枠組みを提供しているからである。   

この折衝可能性の重要性は，1986年に出版されたスワンレポートにも見られる概念である。ス  

ワンレポートでは「一般に容認される価値，実践，手続きの枠組みの範囲内で，全体としての社  

会の形成」を，教育を通して行うことが主張されている34。へイドン（Haydon，G．）はこの言葉を  

手がかりに次のように論じている。価値が多元化した社会では，問題はそれ自身で正当化される  

価値を求めることから，適用される人々によって正当化されるものとして受け入れられる価値を  

求めることに変化している。例えば人間の理性や本質に，ある価値の正当化の根拠をおいても，  

それが本当に文化から独立しているものとは限らず，そのためその価値を普遍的な共通の価値に  

することはできない。しかし価値の根拠について不同意がある場合でも，その枠組みの段階では  

実際に作用している諸価値に関する同意があり得るのは明らかである。つまりある価値を正当化  

されたものとして受け入れるための根拠が異なっていても，その価値を正当化されたものとして  

受け入れることはあり得るというのである。これを彼は現実的契約論（主義）と呼ぶが，その本  

質を関係するすべての人々の間での折衝であると考えている㌔するとこのスワンレポートの文  

言は，単に多元的社会であってもそれでもその成員が持つべき共通の価値などを模索するのでは  

なく，それぞれの成員が持っている価値を相対化する枠組みの中で，特定の価値の優位を主張せ  

ずにその中での折衝可能性を重視する考えであるといえよう謂。   

へイドンによれば多元的社会は様々な価値を持っ集団からなるため，ある事柄について様々な  

意見があり対立がある。それらの問題を解決あるいは少なくとも包含することが価値の枠組みの  

役割の一部なのである。この時当事者は互いに相手の影響力を認識し，同意できなかったとして  

も，いまなされるべきこと－自分たちの理想よりよくはないが相手の理想よりはよい一について  

妥協に至るかもしれないのである。またこのような折衝のプロセスがある問題に対して意味を持  

つならば，それは価値の枠組み自身にも向けられるべきである。というのはいま設定している枠  

組みそれ自身が問題であるかもしれないからであり，これを自明のものとせずに折衝の対象にし  

ていくことが重要である那。   

このように考えると，SACREは単に「番犬」である以上の可能性を含んだ機関であるといえ  

よう。なぜならこの機関の設立によって宗教教育に対してモニタリングするができるようになっ  

ただけでなく，様々な宗派の代表や人々が参加することによって宗教教育のあり方，つまりシラ  

バスや集団礼拝，その他教授法などに関して積極的に議論し折衝できる場がつくられたからであ  

る。また1944年教育法ではその設立が任意であっため，LEAによってはSACREが重要な役割を  

果たしたといわれているが，あくまでも一部の話であった。しかし1988年教育改革法により常設  

されたことにより，常に宗教教育に対してかかわることのできる立場にいることになり，見方を  

変えれば，様々な問題を含む宗教教育が地域や社会に対して常に開かれていることを保障したと  

もいえるのである。  
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お わ り に  

以上多元的社会における宗教教育のあり方について，イギリスの事例をもとに検討してきた。  

ここで分かったことをまとめると次のようになるだろう。   

多様な価値観が存在する社会で宗教教育を行うためには，一つの価値を押しつけるのではなく，  

多様な価値が共存できるようにしなければならない。そのためには各々の存在を適切に承認する  

ことが必要である。そのため，まず1944年教育法では，児童・生徒や親，教師の信教の自由に関  

する権利を守る規定がつくられ，様々な宗派が併存し世俗化が進行した社会で宗教教育を行う工  

夫がなされていた。また1988年教育改革法は，第二次世界大戟後の移民の流入によるイギリス社  

会の多元化の進行を考慮し，キリスト教だけでなくマイノリティの宗教にも配慮している。特に  

宗教教育をモニタリングする機関であるSACREを常設化する点，シラバス作成委員会及び  

SACREメンバーに，その地方を代表するキリスト教以外の宗教の代表を受け入れることを保障  

した。これらの点によって，多様な人々が集まり宗教教育のあり方をめぐって折衝し，地方の実  

状にあわせながら弾力的に宗教教育を行うことが可能になったのである。そしてそのような様々  

な意見を調整する枠組みこそが，社会の利害や多様な集団間の折衝を可能とし，紛争を解決する  

道具になり得るのである㌔   

ただ本稿ではSACREが実際にどれはど有効に機能しているのか，そしてその教育一般への適  

応可能性については，触れる程度にしか扱えなかった。しかしこのような枠組み・制度は実際に  

機能するのかどうか，またそうするためにはどのような工夫がなされるべきかといった現実的な  

問題は，さらに追求すべき課題として残されている。  
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